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賦課限度額引き上げの影響イメージ図

応能分（所得割）

応益分（均等割）

① ②

※賦課限度額に達する収入及び所得等（均等割額41,860円所得割率8.25％で試算）

所得0、年金収入153万円未満の被保険者→

6,159,273

①7,829,700

②8,467,660

限度額 年金収入（円）
旧ただし書
所得額（円）

５０万円

５５万円

5,553,213

５割軽減

２割軽減

９割軽減 ８．５割軽減

　後期高齢者医療保険料の賦課限度額について、現行の５０万円から５５万円へ引き上げる。→「高齢者の医療の確保
に関する法律施行令の改正」（平成２４年４月１日から施行）

保険料額

年金収入

限度額５５万円
（所得割率8.25％）

限度額５０万円
（所得割率8.43％）

所得割賦課ライン

限度額を５５万円に引き上げることにより所得割率
を０．１８ポイント下げることが可能となり、 低中所
得層の被保険者の応能分（所得割）の負担の軽減
が可能となる。

引き上げ後
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